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	処分の概要
	特定障害者特別給付費等の支給の取消し

	法令名
根拠条項
	障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則　第34条の6第1項

	法令番号
	平成18年厚生労働省令第19号

	【基準】
　規則第34条の6(特定障害者特別給付費等の支給の取消し)の規定による。
　
1　交野市は、次の各号に掲げる場合には、特定障害者特別給付費及び特例特定障害者特別給付費(以下「特定障害者特別給付費等」という。)の支給を行わないことができる。
(1)　 次の規定に基づき特定障害者特別給付費等の支給を受ける必要がなくなったと認めるとき。
①　特定障害者が、支給決定の期間内において特定入所等サービスを受けたときは、交野市は政令で定めるところにより特定障害者特別給付費を支給する。(法第34条第1項)
②　特定障害者が、支給決定の申請をした日から当該支給決定の効力が生じた日の前日までの間に、緊急その他やむを得ない理由により指定障害福祉サービス等を受けたとき、もしくは基準該当障がい福祉サービスを受けたときに、交野市は必要があると認めるときは政令で定めるところにより特例特定障害者特別給付費を支給することができる。(法第35条第1項)
(2)　特定障害者が、法第34条の3第3項第2号に規定する期間内に、交野市以外の市町村の区域内に居住地を有するに至ったと認めるとき。
2　交野市は、特定障害者特別給付費等の支給を行わないこととした場合は、次の各号に掲げる事項を書面により当該特定障害者特別給付費等に係る特定障害者に通知し、受給者証の提出を求めるものとする。
①　特定障害者特別給付費等の支給を行わないこととした旨
②　受給者証を提出する必要がある旨
③　受給者証の提出先及び提出期限
3　特定障害者の受給者証が既に交野市に提出されているときは、交野市は、通知に2の②及び③に掲げる事項を記載することを要しない。
4　交野市は、特定障害者特別給付費等の支給を行わないこととした場合には、受給者証にその旨を記載し、これを返還するものとする。
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